［様式2-2］※地方公共団体用



申請者概要説明書（実施団体が地方公共団体の場合のみ）

（１）資金調達内訳
	区分
	事業に要する経費（円）※税込み
	資金の調達先

	自己予算
	
	

	補助金
（本事業の補助金）
	
	

	その他
	
	

	合計額
	様式１の事業費と一致させること 
	



（２）地方債の活用状況
	区分
	内容

	地方債の活用有無
	

	地方債の種別
	

	地方債の起債額
	



（３）本応募のきっかけ（アンケート：評価には影響しません。）
	（例）地域社会ＤＸナビのホームページを見たことがきっかけ。
（例）総合通信局・事務所からの〇〇〇〇説明会にて知ったことがきっかけ。
（例）新地方創生交付金の事務局への応募相談したところ本事業の紹介を受けたため。
（例）計画策定支援や地域情報化アドバイザー制度を活用した際に案内があったことから。



（注１）補助金の支払いは、原則として補助事業終了後の精算払いとなるため、補助事業の実施期間中に発生する支払いのため、実施団体において補助金相当分の資金を確保する必要がある。
（注２）地方公共団体などの補助金の交付を受ける場合は「その他」に記載すること。他方、本事業では、同一の取組について、重複して国の補助金などの交付を受けることはできないので留意されたい。
（注３）地方債の種別は、活用する地方債の名称を記載願います。（例：過疎対策事業債　等）


